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遠距離割引の割引率を変更する申請について 

 

遠距離割引については、特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正

化及び活性化に関する特別措置法（平成 21 年 6 月 26 日法律第 64 号）の平成 25 年改正時の審議

において、参議院から「一般乗用旅客自動車運送事業者は、歩合給と固定給のバランスの取れた

給与体系の再構築、累進歩合制の廃止、事業に要する経費を運転者に負担させる慣行の見直し、

過度な遠距離割引運賃の是正等の改善等に努めるとともに、運行の安全を確保し、拘束時間外に

運転代行業務に従事すること等により安全な運転をすることができない運転者を乗務させること

がないよう万全を期すること。」との附帯決議がなされているところである。 

一方、遠距離割引及び営業的割引の認可については、「一般乗用旅客自動車運送事業の運賃及び

料金の認可申請の審査基準について（近運旅二公示第 11 号 平成 14年 1月 18 日）」（以下、審査

基準公示という。）５．（２）①により原則 1年の期限を付すこととなっている。 

管内においては、期限を付さない過度な遠距離割引運賃の認可を持つ事業者も多数存在してい

るところ、参議院附帯決議の趣旨を踏まえて過度な遠距離割引運賃の是正を促す必要があること

から、当面の間、遠距離割引の認可に限り、下記のとおり取り扱うこととしたので、遺漏無く了

知されたい。 

 

 

 

記 

 

上記附帯決議の趣旨を鑑みるとともに、他の地域でも一定程度定着している割引適用基準額・

割引率を考慮し、９千円を超えた分の割引率が１割（いわゆる９・１割）を超えない申請につい

ては、審査基準公示５．（２）イを適用しないこととする。 

なお、割引適用基準額が９千円以上で割引率が１割を超えない申請についても、同様の取り扱

いとする。 

 本取り扱いは、令和４年１２月２０日以降に処分するものから適用する。 

 

 

 

 

 


